
資料 １ 

富里市市民活動支援補助金交付要綱 

（平成２３年４月１日 告示第５９号） 

 

改正 平成２５年１月３１日 告示第１３号 平成２９年 ３ 月３１日 告示第40号 

平成２８年４月１日 告示第７８号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，富里市協働のまちづくり条例（平成２２年条例第９号。

以下「条例」という。）第２条第８号に規定する市民活動（以下「市民活動」

という。）を行う団体に対し，富里市補助金等交付規則（平成１９年規則第

１０号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき経費の一部を市が補

助することにより，富里市にまちづくりの担い手を多数創出して，協働によ

り住み良い地域社会を豊かに展開していくことを目的とする。 

（補助対象団体） 

第２条 補助の対象となる団体は，別表第１に定める部門に応じ事業の要件を

全て満たす団体とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる団体は，補助の対象としない。 

 （１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。以下「法」

という。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員又はその構成員

でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）の統制下にある団体 

（２） 次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって，法令

上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）

をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認めら

れる者を除く。）がいる団体 

 ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目

的で，情を知って，法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力

団員」という。）又は暴力団を利用する行為 

 イ 暴力団の活動を助長し，又は暴力団の運営に資することとなることを

知りながら，暴力団員又は暴力団員等が指定した者に対して行う，金

品その他の財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

 ウ 県の事務又は事務に関し，請負契約，物品を購入する契約その他の契

約の相手方（法人その他の団体にあっては，その役員等）が暴力団員

であることを知りながら，当該契約を締結する行為 

（３）  暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者が 



いる団体 

 （４） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律

第１４７号）第５条及び第８条に規定する処分を受けている団体又はそ

の構成員の統制下にある団体 

 （５） 営利を目的とする団体 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，別表第

１に定める部門に応じ事業の要件を全て満たす事業とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる事業は，補助の対象としない。 

 （ 1） 特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

 （ 2 ） 地区住民の交流会その他の親睦的事業 

 （ 3） 営利を目的とする事業 

 （ 4 ） 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれのある事業 

（補助対象経費） 

第４条 この補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は，補助対象事業に要する経費のうち別表第２に定める経費とする。 

 （補助金の交付額及び交付回数の限度等） 

第５条 補助金の交付額は，別表第１に定めるところにより，予算の範囲内で

市長が定める額とする。 

２ 補助金の交付は，同一年度内において１団体当たり１回とし，交付回数の

限度は，別表１に定めるところによる。 

（補助対象事業の公募） 

第６条 市長は，補助対象事業を期間を定めて募集するものとする。 

２ 市長は，補助対象事業の募集に当たり，募集要項を定めて公表するものと

する。 

３ 市長は，補助対象事業の審査方法及び基準を定め，前項の募集要項に記載

するものとする。 

（補助金の申込み） 

第７条 前条の募集に応じて申込みをしようとする団体（以下「応募団体」と

いう。）は，市民活動支援補助金交付申込書（別記第１号様式）に，次に掲

げる書類を添えて，前条第２項の募集要項で指定する期日までに，市長に申

請しなければならない。 

 （１） 応募団体概要 

 （２） 事業企画書 

 （３） 事業収支計画書 



 （４） その他市長が必要と認める書類 

（意見交換の機会） 

第８条 応募団体及び当該市民活動の関係部署は，市長が定める期日までに意

見交換を行い，情報の共有をするものとする。 

（補助対象事業の選考及び通知） 

第９条 市長は，第６条の規定による応募書類の提出を受けた事業について，

第５条第２項の募集要項で指定する期日の翌日から起算して３週間以内に，

同条第３項による方法等により，審査するものとする。 

２ 前項の審査は，市長の諮問により，条例第６章に規定する協働のまちづく

り推進委員会（以下「推進委員会」という。）が行うものとする。 

３ 市長は，前２項の審査の結果を受けて補助金を交付することが適当である

事業（以下「補助金交付対象事業」という。）を選考し，選考結果を市民活

動支援補助金交付対象事業選考結果通知書（別記第２号様式）により，速や

かに当該応募団体に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第10条 前条第３項の規定により補助金交付対象事業として通知を受けた団体

は，補助金の交付申請をしようとするときは，市民活動支援補助金交付申請

書（別記第３号様式）に次に掲げる書類を添付し，補助金交付対象事業の着

手する前に市長に提出しなければならない。 

 （１） 事業計画書 

 （２） 収支予算書 

 （３） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず，当該補助金交付対象事業が４月に行われる場合

及び市長が特別の事情があると認めるときは，補助金交付対象事業の着手後

においても補助金の交付の申請を行うことができる。 

（補助金の交付の決定及び通知） 

第１１条 市長は，前条第１項に規定する交付申請があったときは，補助金交付

対象事業として選考された事業の内容と同一であること（軽微な変更は除

く。）を審査し，速やかに補助金の交付の可否を決定し，市民活動支援補助

金交付決定・却下通知書（別記第４号様式）により通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１２条 前条の規定による補助金の交付の決定通知を受けた団体（以下「被交

付決定団体」という。）が，当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又は

これに附された条件に不服があり当該申請を取り下げようとするときは，当

該通知を受理した日から１４日以内に，その旨を書面により市長に届け出な



ければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは，当該申請に係る補助金等

の交付の決定はなかったものとみなす。 

（補助対象事業の変更等） 

第１３条 被交付決定団体は，次の各号のいずれかに該当するときは，速やかに

市民活動支援補助対象事業変更・中止（廃止）承認申請書（別記第５号様式）

を市長に提出し，その承認を受けなければならない。ただし，第１号及び第

２号に掲げる事項のうち軽微なものについては，この限りではない。 

 （１） 補助金交付対象事業の内容を変更しようとするとき。 

 （２） 補助金交付対象事業に要する経費の配分の変更をするとき。 

 （３） 補助金交付対象事業を中止し，又は廃止するとき。 

２ 市長は，前項の規定による市民活動支援補助対象事業変更・中止（廃止）

承認申請書が提出されたときは，当該申請に係る書類等の審査及び必要に応

じて行う現地調査等により，当該申請の内容を調査し，市民活動支援補助対

象事業変更・中止（廃止）承認・不承認通知書（別記第６号様式）により被

交付決定団体に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１４条 被交付決定団体は，補助対象事業が完了したとき（補助対象事業の廃

止の承認を受けたときを含む。）はその完了した日から起算して３０日以内

に，市民活動支援補助対象事業実績報告書（別記第７号様式）に次の各号に

掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。補助金の交付の決定に

係る市の会計年度が終了した場合も，また同様とする。 

 （１） 事業実績書 

 （２） 事業収支決算書 

 （３） 領収書 

 （４） その他市長が必要があると認める書類 

２ 市長は，前項の事業実績報告書等を公表し，市民に周知することができる。 

３ 被交付決定団体は，市長が行う当該補助金に関する事業実績報告会の開催

等に協力するものとする。 

（補助金の額の確定等） 

第１５条 市長は，前条第１項に規定する実績報告があった場合は，速やかに内

容を審査し，適合すると認めたときは，補助金の額を確定し，市民活動支援

補助金交付額確定通知書（別記第８号様式）により当該被交付決定団体に通

知するものとする。 

（交付の請求） 



第１６条 前条の規定により通知を受けた被交付決定団体が，補助金の交付を受

けようとするときは，市民活動支援補助金交付請求書（別記第９号様式）を

市長に提出しなければならない。 

（交付の特例） 

第１７条 被交付決定団体が補助対象事業の目的を達成するため，市長が特に必

要があると認めるときは，補助金の全部又は一部を概算払又は前金払により

交付することができる。 

２ 被交付決定団体は，前項の規定により補助金の交付を受けようとするとき

は，市民活動支援補助金概算払（前金払）交付請求書（別記第１０号様式）

を市長に提出しなければならない。 

（決定の取消し） 

第１８条 市長は，被交付決定団体が補助金の他の用途への使用をし，その他補

助事業に関し補助金の交付の決定の内容又はこれに附した条件その他法令等

又はこれに基づく市長の処分に違反したときは，補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

（暴力団密接関係者） 

第１９条 規則第２０条第１項第３号の市長が定める者は，第２条第２項第２号

又は第３号に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場合

にあっては，その役員等が同項各号のいずれかに該当する法人その他の団体）

とする。 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２３年４月１日から施行する。 

 （適用期間） 

２ この告示の適用期間は，平成３２年３月３１日までとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際，この告示による改正前の旧要綱に基づき，チャレン

ジ部門で２回交付を受けている事業については，施行年度に限りチャレンジ

部門での交付を１回認めるものとする。 

   附 則 



１ この告示は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この告示は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条，第３条，第５条関係） 

  キックオフ部門 チャレンジ部門 コラボ部門 

事業の

要件 

 （１） 自ら課題を見

つけ，自主的か

つ組織的に取り

組む公益的な活

動を始めようと

している又は始

めている事業で

あること。 

 （２） 団体の立ち上

げに資する事業

で，次のいずれ

かに該当する事

業であること。 

ア 団体を立ち

上げるために

実施する事業 

イ 立ち上げた

団体の目的を

達成するため

に行う初めて

の事業 

 （３） 市内で実施さ

れる事業である

こと。 

 （４） 応募した事業

について，富里

市の財源による

他の補助金等を

 （１） 自ら課題を見

つけ，自主的に

取り組む公益的

な活動を行う事

業で，次のいず

れかに該当する

ものであるこ

と。 

ア 新たに取り

組む事業 

イ 既存事業に

あっては，当

該事業を拡充

す る も の 又

は，団体の自

立を図り活動

の継続を確保

するため必要

と認める事業 

 （２） 市内で実施さ

れる事業である

こと。 

 （３） 応募した事業

について，富里

市の財源による

他の補助金等を

受けていないこ

と。 

 （１） 自ら課題を見

つけ，自主的に

取り組む公益的

な活動を行って

いる複数の団体

が連携して取り

組む事業である

こと。 

 （２） 市内で実施さ

れる事業である

こと。 

 （３） 応募した事業

について，富里

市の財源による

他の補助金等を

受けていないこ

と。 

 （４） 事業の実施計

画及び収支計画

が明確であるこ

と。 

 （５） 単一の団体で

実施するよりも

効果を上げる見

込みがある こ

と。 

 （６） 各団体間の連

携を強化する事



受けていないこ

と。 

 （５） 事業の実施計

画及び収支計画

が明確であるこ

と。 

 （４） 事業の実施計

画及び収支計画

が明確であるこ

と。 

業であること。 

団体の

要件 

 （１） 条例第２条第

５号に規定する

市民活動団体で

あること。 

 （２） 市内に設立さ

れる見込みのも

の又は設立後１

年６か月未満の

団体であるこ

と。 

 （３） 正会員５名以

上で構成してい

る，又は構成す

ることが見込ま

れる団体である

こと。 

 （４） 会則を有し，

又は有すること

が見込まれる団

体であること。 

（１） 活動拠点が市内

にある団体である

こと。 

（２） 正会員が５名以

上で構成される団

体であること。 

（３） 会則（規約，定

款等）を有し，会

計処理（予算及び

決算を含む。）が

行われている団体

であること。 

（１） 活動拠点が市内

にある団体である

こと。 

（２） 正会員が５名以

上で構成される団

体 同 士 で あ る こ

と。 

（３） 会則（規約，定

款等）を有し，会

計処理（予算及び

決算を含む。）が

行われている団体

であること。  

補助額

等 

補助額は，次に掲

げる額のうち最も低

い額（１，０００円

未満の端数が生じる

と き は 切 り 捨 て

る。）とする。 

 （１） 補助対象経費

の総額の範囲内

 補助額は，次に掲

げる額のうち最も低

い額（１，０００円

未満の端数が生じる

と き は 切 り 捨 て

る。）とする。 

 （１）  １事業当た

り，補助対象経

補助額は，次に掲

げる額のうち最も低

い額（１，０００円

未満の端数が生じる

と き は 切 り 捨 て

る。）とする。 

 （１）  １事業当た

り，補助対象経



で応募団体が必

要とする額 

 （２） 補助対象経費

の総額から事業

収入を差し引い

た額 

 （３） ５０，０００

円 

費の総額の３分

の２に相当する

額の範囲内で応

募団体が必要と

する額 

 （２） 補助対象経費

の総額から事業

収入を差し引い

た額 

 （３） １５０，００

０円 

費の総額の３分

の２に相当する

額の範囲内で応

募団体が必要と

する額 

 （２） 補助対象経費

の総額から事業

収入を差し引い

た額 

 （３） ２００，００

０円 

交付回

数の限

度 

１回限りとする。  同一事業を実施す

る場合においては２

回までとする。 

同一事業を実施す

る場合においては２

回までとする。 

  

別表第２ （第４条関係） 

１ 補助対象経費 

補助事業に係る次の経費を補助対象経費とする。 

科目 詳細 Ａ Ｂ Ｃ 

人件費 事業実施のために雇用した活動スタッフ等（ア

ルバイトを含む。）の人件費。ただし，補助対

象経費の総額の２５パーセントを限度とする。 

× ○ ○ 

報償費 講師，専門家，出演者等への報償，謝礼（団体

構成員に対するものは除く。） 

○ ○ ○ 

負担金 各種講座の受講料 ○ ○ ○ 

需用費 チラシ，ポスター，報告書等の作成費，印刷費

及び材料，消耗品等の購入費，事業に必要な器

材等の燃料費 

○ ○ ○ 

委託費 専門的知識，技術等を要する業務を外部に委託

した費用 

× ○ ○ 

通信運搬

費 

郵便料金等 ○ ○ ○ 

使 用 料 

・賃借料 

イベント等の会場等の使用料 

機器類の賃借（レンタル料等） 

○ ○ ○ 



役務費 保険料（火災，地震等の家屋に係るもの及びボ

ランティア活動保険を除く。），手数料等 

○ ○ ○ 

備品購入

費 

１品５，０００円以上の物品。ただし，３０，

０００円(Ａは２５，０００円)を限度とする。 

○ ○ ○ 

その他の

経費 

その他事業のために必要な経費で，市長が必要

かつ適切と認めるもの 

○ ○ ○ 

 備考 

１ キックオフ部門をＡ，チャレンジ部門をＢ，コラボ部門をＣとする。 

２ 次に掲げる経費は，補助対象経費としない。 

   （１） 食費（食事，弁当，茶菓等） 

   （２） 報償以外の商品券等の金券の購入代金 

   （３） 記念品等の購入経費 

   （４） 家賃（敷金，礼金等を含む。） 

   （５） 不動産の取得，造成及び補償に関する経費 

   （６） 団体の経常的な運営に関する経費（事務局経費等） 

   （７） 領収書等により，事業実施団体が支払ったことを明確に確認するこ

とができない経費 

   （８） 補助事業に直接関係のない経費その他市長が社会通念上適切でない

と認める経費等 



別記 

第１号様式 (第７条関係) 

年  月  日 

  富里市長    様 

団体名  

所在地  

代表者名           ㊞ 

代表者住所  

連絡先電話番号  

市民活動支援補助金交付申込書 

     年度富里市市民活動支援補助金の交付を受けたいので，富里市市民

活動支援補助金交付要綱第７条の規定により，関係書類を添えて申し込みます。 

部門種別 

□ キックオフ部門 

□ チャレンジ部門 

□ コラボ部門 

事業の名称  

補助金申込額 

（予算総額） 

補助金申込額         円 

（事業予算総額        円） 

添付書類 

各部門共通 

１ 応募団体概要（別紙１） 

コラボ部門の場合は，関係団体全て提出 

２ 事業企画書（別紙２） 

３ 事業収支計画書（別紙３） 

チャレンジ部門及びコラボ部門 

４ 応募団体の会則（規約，定款等） 

５ 応募団体の総会資料（直近のもので事業計画・収支予

算，事業報告・収支決算が分かるもの） 

６ 応募団体の過去の活動が分かる資料 

（会報，活動写真等） 

コラボ部門 

７ コラボ部門申込み意向書（別紙４） 

 



（別紙１） 

応 募 団 体 概 要 

 

事業の名称  

団 体 名 

（代表者名） 
 

連絡先  

設立年月日 

（予定年月日） 
 

会員数 

（予定数） 
 

役職名 氏  名 住    所 

事業責任者 
 

連絡先   （    ） 

会計責任者 
 

連絡先   （    ） 

（備考） 

名簿を添付してください。 

※コラボ部門へ申し込む場合は，連携する団体全てについて提出が必要です。 

 団体ごとに作成してください。 

 



（別紙２） 

事 業 企 画 書 

 

事業の名称 

 

 

 

 

事業の目的 

 

※別紙添付可 

 

 

 

 

主な対象者 

 

 

事業実施期間 
 

 

事業実施場所 
 

他の団体との連携 

※コラボ部門へ申請

する場合は記入 

 

本事業について意見

交換を希望する課等 

 

事業の概要 

※別紙添付可 

 

 



（別紙３） 

事 業 収 支 計 画 書 

 

事業の名称                          

収入の部 

科   目 金額(円) 内容・積算 

   

   

   

   

合   計   

支出の部 

科  目 

金  額(円) 

補助充当内容・積算 
予算 

うち補助 

対象外経費 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計    

注１ 当該事業に係る収支のみを記載すること。 

 ２「補助充当内容積算」欄には，必要に応じ，算出基礎 (経費欄に印刷製本

費とあれば，備考欄にパンフレット作成○○部等)を記載すること。 



（別紙４） 

コ ラ ボ 部 門 申 込 み 意 向 書 

 

 私たちは，連携して事業を実施するに当たり，富里市市民活動支援補助金コ

ラボ部門への申込みをいたします。 

 

代 表 団 体 

団体名 

代表者名 
                     ○印  

所在地  

連絡先  

連 携 団 体 

団体名 

代表者名 
                     ○印  

所在地  

連絡先  

連 携 団 体 

団体名 

代表者名 
                     ○印  

所在地  

連絡先  

 

 

 



第２号様式 (第９条関係) 

                        第  号 

                     年  月  日 

 

市民活動支援補助金交付対象事業選考結果通知書 

 

団体名 

代表者名       様    

 

富里市長       印 

 

     年  月  日付で申込みがあった   年度の市民活動支援補助

対象事業については，審査の結果，次のとおり決定しましたので通知します。 

 なお，補助金交付対象事業に選ばれた場合は，富里市市民活動支援補助金交

付要綱第１０条の規定による補助金交付申請書により交付申請をお願いいたし

ます。 

 

事 業 名 
 

審 査 結 果 採択   ・   不採択 

交付条件又は

選考されなか

った理由 

 

備 考 

本通知は，補助金の交付を約束するものではありませ 

ん。 

     年度歳入歳出予算が富里市議会で可決された

又は可決されている場合において，別途交付申請を市長

が指定する期間にご提出いただき，改めて交付決定する

ものとなります。 

 

 

 

 

 



 第３号様式（第１０条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

団体名            

所在地 

代表者名           ㊞    

代表者住所          

連絡先電話番号           

 

市民活動支援補助金交付申請書 

 

   年度において，下記の事業を実施したいので，  年度市民活動支援補助金

を交付されたく，富里市市民活動支援補助金交付要綱第１０条の規定により，次の

とおり申請します。 

 

１ 事業の名称  

２ 事業の実施予定期間 
着手     年  月  日 

完了     年  月  日 

３ 補助金の交付申請額 円  

４  概算払又は前金払の交付 

  請求の有無 

□ 有       □ 無 

※有の場合は，資金計画書を添付してください。 

 有の場合 

概算払又は前金払を受けたい時期及び金額 

月 月 月 月 

円 円 円 円 

概算払又は前金払を受けようとする理由 

 

５ 添付書類 

申込時の事業企画書及び事業収支計画

書と相違ない場合は添付は不要です。 

(添付する書類の□欄をチェック(☑)

してください。) 

□ 事業計画書 

□ 収支予算書 

□ その他(       ) 

 



（別紙１） 

事 業 計 画 書 

 

事業の名称 

 

 

 

 

事業の目的 

 

※別紙添付可 

 

 

 

 

主な対象者 

 

 

事業実施期間 
 

 

事業実施場所 

 

 

 

他の団体との連携 

※コラボ部門へ申

請する場合は記入 

 

事業の概要 

※別紙添付可 

 

 



（別紙２） 

事 業 収 支 予 算 書 

 

事業の名称                          

収入の部 

科   目 金額(円) 内容・積算 

   

   

   

   

合   計   

支出の部 

科  目 

金  額(円) 

補助充当内容・積算 
予算 

うち補助 

対象外経費 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計    

注１ 当該事業に係る収支のみを記載すること。 

 ２「補助充当内容積算」欄には，必要に応じ，算出基礎 (経費欄に印刷製本

費とあれば，備考欄にパンフレット作成○○部等)を記載すること。 

 



（別紙３） 

コ ラ ボ 部 門 申 請 意 向 書 

 

 私たちは，連携して事業を実施するに当たり，富里市市民活動支援補助金コ

ラボ部門への申請をいたします。 

 

代 表 団 体 

団体名 

代表者名 
                   ○印  

所在地  

連絡先  

連 携 団 体 

団体名 

代表者名 
                   ○印  

所在地  

連絡先  

連 携 団 体 

団体名 

代表者名 
                   ○印  

所在地  

連絡先  

 



第４号様式（第１１条関係） 

 

指令第     号 

  年  月  日 

 

団体名 

代表者名       様 

 

富里市長         □印  

 

市民活動支援補助金交付決定・却下通知書 

  年  月  日付けで申請のあった市民活動支援補助金の交付について，次

のとおり決定したので，富里市市民活動支援補助金交付要綱第１１条の規定により，

通知します。 

 

１ 補助年度  

２ 事業の名称  

３ 補助対象経費   円 

４ 補助金の交付額   円 

５ 概算払又は前金払による

交付 
□ 有       □ 無 

 有の場合 
交付時期 月 月 月 月 

交付金額 円 円 円 円 

６ 交付条件  

  

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第１３条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

団体名            

所在地 

代表者名           ㊞  

代表者住所          

連絡先電話番号           

 

市民活動支援補助対象事業変更・中止（廃止）承認申請書 

 

   年  月  日付け指令第   号をもって補助金の交付の決定を受けた補

助対象事業について，事業の変更・中止（廃止）を承認されたく，富里市市民活動

支援補助金交付要綱第１３条第１項の規定により，次のとおり申請します。 

 

１ 事業の名称  

２ 交付決定額 円 

３ 既受領額 円 

４ 補助金等交付申請額 

  の変更 

□ あり 

(変更後の補助金等交付申請額     円) 

□ なし 

５ 変更・中止（廃止） 

  の理由 
 

６ 変更・中止（廃止） 

  の年月日 
年  月  日 

７ 添付書類  

 



第６号様式（第１３条関係） 

 指令第    号 

年   月   日 

 

団体名 

代表者名       様 

 

                  富里市長        印 

 

 市民活動支援補助対象事業変更・中止（廃止）承認・不承認通知書 

 

   年  月  日付けで申請のあった市民活動支援補助対象事業変更・中止

（廃止）承認申請については，富里市市民活動支援補助金交付要綱第１３条第２項

の規定により，下記のとおり承認・却下したので通知します。 

記 

１ 交付変更決定額           円 

 

 変更・中止(廃止)後の概算払による交付額 

交付時期 既交付済額 月 月 月 月 

交付金額 円 円 円 円 円 

※  概算払の決定を受けた場合は，市民活動支援補助金概算払(前金払)交付請求

書（別記第１０号様式）を市長に提出してください。 

 

２ 交付の条件又は却下の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第１４条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

団体名            

所在地 

代表者名           ㊞    

代表者住所          

連絡先電話番号           

 

市民活動支援補助対象事業実績報告書 

 

   年  月  日付け指令第   号をもって交付決定を受けた補助対象事業

が完了したので，富里市市民活動支援補助金交付要綱第１４条第１項の規定により，

次のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

１ 事業の名称  

２ 事業の実施期間 
着手     年  月  日 

完了     年  月  日 

３ 補助金の交付 

決定額 
円 

４  補助事業等の成果  

５ 添付書類 

 

事業実績書（別紙１） 

事業収支決算書（別紙２） 

領収書 

その他 

 

 

 



（別紙１） 

事 業 実 績 書 

 

事 業 の 名 称  

事 業 の 目 的  

事 業 の 概 要  

事 業 の 実 施 状 況  

備 考  

注 「事業計画の実施状況」には，交付申請時に提出した事業計画と実績

(実施状況)を比較し，その内容を，詳細に記載すること。 

 

 



（別紙２） 

事 業 収 支 決 算 書 

 

事業の名称                          

収入の部 

科   目 金額(円) 内容・積算 

   

   

   

   

合   計   

支出の部 

科  目 

金  額(円) 

補助充当内容・積算 
決算 

うち補助 

対象外経費 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計    

注１ 当該事業に係る収支のみを記載すること。 

 ２「補助充当内容積算」欄には，必要に応じ，算出基礎 (経費欄に印刷製本

費とあれば，備考欄にパンフレット作成○○部等)を記載すること。 



第８号様式（第１５条関係） 

 

   第     号 

  年  月  日 

 

 

団体名 

代表者名       様 

 

                  富里市長        印 

 

市民活動支援補助金交付額確定通知書 

 

   年  月  日付けで提出のあった市民活動支援補助対象事業実績報告書に

ついて，富里市市民活動支援補助金交付要綱第１５条の規定に基づき審査した結果，

次のとおり補助金等の額を確定したので通知します。 

 

１ 交付決定年月日 年  月  日 

２ 事業の名称  

３ 補助金の交付決定額 円 

４ 補助金の交付確定額 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第１６条関係） 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

団体名            

所在地 

代表者名           ㊞    

代表者住所          

連絡先電話番号           

 

市民活動支援補助金交付請求書 

 

富里市市民活動支援補助金交付要綱第１６条の規定により，次のとおり請求しま

す。 

 

事 業 の 名 称  

交 付 確 定 額 ①  

既 交 付 済 額 ② 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

  計          円 

交 付 請 求 額 ① － ②              円 

注１ 既交付済額②には，概算払(前金払)を行った場合，交付年月日及び交

付金額を記入すること。 

２ この様式には，補助金交付額確定通知書の写しを添付すること。 

 

【補助金等の振込先】 

金 融 機 関 名  

口 座 種 別  

口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ) 

口 座 名 義 人 
 



第１０号様式（第１７条関係） 

  年  月  日 

富里市長       様 

団体名            

所在地 

代表者名           ㊞    

代表者住所          

連絡先電話番号           

 

市民活動支援補助金概算払（前金払）交付請求書 

 

年  月  日付け指令第   号をもって補助金の交付の決定を受け

た補助対象事業について，概算払(前金払)を受けたいので，富里市市民活動支援補

助金交付要綱第１７条第２項の規定により請求します。 

補 助 金 ( 事 業 ) 等 の 名 称  

補助金等交付決定額  ①              円 

既 交 付 済 額 ② 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

  計          円 

今 回 請 求 額 ③              円 

補助金等交付決定額との差額   

①－②－③ 
             円 

注 既交付済額には，既に概算払(前金払)を行っている場合，その交付年月

日及び交付金額を記入してください。 

 

【補助金等の振込先】 

金 融 機 関 名  

口 座 種 別  

口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ) 

口 座 名 義 人 
 

 


